
事業番号 - - -

（ ）

現状・課題
（5行程度以内）

(目) 職員旅費 1 1

翌年度へ繰越し（D) - - - -

451

9

1

・必要な事業を実施するため

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

全ての子供たちの多様性にも配慮した上で学びや生活の基盤を育む「幼保小の架け橋プログラム」について、モデル地域において具体的に開発し実践を行い、その成果の検証等
を実施する調査研究を行う。
また、幼児教育の教育課題についての実態把握や効果的な指導の在り方、幼児教育のデータの蓄積・活用について調査研究を行うとともに、幼稚園教諭免許状の上進のための
免許法認定講習等の開設支援、幼稚園等における人材確保の取組や質向上のための評価実施を支える取組への支援を実施する。
さらに、幼稚園教育要領、幼保連携型認定こども園教育・保育要領、保育所保育指針に基づく活動を着実に実施するため、中央及び都道府県において幼児教育に関する専門的な
研究協議等を行うとともに、その内容を踏まえた具体的な教育課程の編成や指導の在り方等に関する指導資料等を作成する。

実施方法 直接実施、委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 108 122 270

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

189 203 443.2 508.5 572.8

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 189 203 443.2 508.5 572.8

- - -

-

令和元年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

- -

補正予算（B) - - -

-

-

2023 文科 22 0124

文部科学省

政策
2　確かな学力の向上、豊かな心と健やかな体の育成と信頼される学
校づくり

事業の目的
（5行程度以内）

幼保小の接続期の教育の質的向上に向け、全ての子供たちの多様性にも配慮した上で学びや生活の基盤を育む「幼保小の架け橋プログラム」について、モデル地域における検
証等を通じた開発・改善を行う。また、幼児教育人材の確保・資質能力の向上やデータの蓄積・活用等を行い、幼保小の架け橋プログラムの推進の基盤を整備する。

幼児教育課 幼児教育課長　藤岡　謙一

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

教育基本法第11条
子ども・子育て支援法
就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関す
る法律

関係する
計画、通知等

教育振興基本計画（平成30年6月15日閣議決定）
子供の貧困対策に関する大綱（平成26年8月29日閣議決定）
少子化社会対策大綱（平成27年3月20日閣議決定）

事業名 幼保小の架け橋プログラムの推進 担当部局庁 初等中等教育局 作成責任者

事業開始年度

施策 2-7 幼児教育の振興

政策体系・評価書URL

主要経費 科学技術振興費、文教施設費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www.mext.go.jp/content/20211008-mxt_kaikesou02-
000018185_0013.pdf

(目)

事業概要URL
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/youchien/1258019_00002.htm

(項)

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 508.5

512

61%

9

執行率（％）
=(G)/(F)

57% 60% 61%

初等中等教育振興費

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
57%

主な増減理由（・要望額・予備費）

60%

令和6年度要求

(目)

(目)

35

　

　

　

(目)

12 12

0

39

初等中等教育振興事業委託費

教職員研修費

諸謝金

委員等旅費

その他

572.8

幼保小接続期の教育の質的向上のため、調査研究や幼児教育の理解・発展、幼児教育の「職」の魅力向上事業等を行っている。これらの取り組みを全国規模で普及させていく必
要があることから、引き続き事業に取り組む。

令和6年度要求

-

-

-



アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

-

-

-41 53

成果実績

目標値 ％ -

-

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

53

委託調査研究により、幼児教育施設の教職員が参考にすることのできる指導資料の作成や、地方公共団体や養成校等における人材確保に関する取組の実施等
を通して、幼児教育の理解促進や魅力発信を図る。

-

-％

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

30

-

-

-

離職者数が減少することで、幼児教育の質の向上につながる

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

年齢別幼稚園教諭数：学校教員統計調査
年齢別離職者数：学校教員統計調査

令和2年度 令和3年度

-

6 年度

こどもの発達や学びの連続性を保証す
るため、幼稚園と小学校の教育が円滑
に接続し、教育の連続性・一貫性を確
保し、子供に対して、体系的な教育が
組織的に行われるようにする

「幼保小の架け橋プログラム
に関する調査研究事業」の採
択自治体において、幼保小接
続期の教育の質的向上を実
感できた自治体の割合 達成度

単位 令和2年度

-

目標最終年度

↓

活動内容①
（アクティビティ）

調査研究等の着実な実施により、幼児
教育の質的向上を目指す。

「幼保小の架け橋プログラム
の推進」における委託件数

活動実績

年度

- 6.9

定量的な成果指標 単位

件 34

目標年度
令和4年度

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 件

- -

-

活動目標 活動指標

30

達成度 ％

若者離職者の減少
30歳未満の幼稚園教諭にお
ける離職者の割合

成果実績 ％ - -

-

幼児教育の質的向上に向け、地方自治体、幼児教育関係団体、大学、研究機関等において調査研究等を実施する。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

「幼保小の架け橋プログラムのモデル地域における成果に係る調査研究」の成果報告書（予定）

成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

100

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

- - -

目標値 - - -



-

-

事業に関連する
ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

-

活動内容②
（アクティビティ）

幼児教育の質的向上に向け、地方自治体、幼児教育関係団体、大学、研究機関等において調査研究等を実施する。

↓

活動目標及び活動実績
②

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

調査研究等の着実な実施により、幼児
教育の質的向上を目指す。

免許法認定講習の委託件数
活動実績 件 10 15 13 - -

当初見込み 件 10 15 13 - -

↓
成果目標②-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）
幼児教育の質の向上のため、幼児教育を実施する教職員の質を向上させる。

成果目標及び成果実績
②-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

- 年度

幼稚園一種免許状取得のための免許
法認定講習等の受講機会の増加

幼稚園一種免許状取得のた
めの免許法認定講習等の開
設団体数

成果実績 団体 - 33 36 -

目標値 団体 - 40 40 -

達成度 ％ - 82.5 90 -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

免許法認定講習・公開講座等開設状況一覧（文部科学省HP）

↓
成果目標②-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

免許法認定講習を実施することで、幼児教育の質の向上につながる

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

「幼保小の架け橋プログラムのモデル地域における成果に係る調査研究」の成果報告書（予定）

成果目標及び成果実績
②-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

6 年度

こどもの発達や学びの連続性を保証す
るため、幼稚園と小学校の教育が円滑
に接続し、教育の連続性・一貫性を確
保し、子供に対して、体系的な教育が
組織的に行われるようにする

「幼保小の架け橋プログラム
に関する調査研究事業」の採
択自治体において、幼保小接
続期の教育の質的向上を実
感できた自治体の割合

- - - -

目標値 ％ - - - -

達成度 ％ - - - -

成果実績 ％

アウトカム設定について
の説明

アクティビティ②について定性的なアウトカムを設定している理由

-

アクティビティ②についてアウトカムが複数設定できない理由

-



- - -

-

目標年度における効果測定に関する評価（令和7年度実施)

-
点検結果

平成27年4月より「子ども・子育て支援新制度」が開始され、幼児教育・保育・地域の子ども
子育て支援を総合的に推進しているところである。令和元年10月からは幼児教育・保育の
無償化が始まり、幼児教育・保育の量の確保が進む一方、令和3年5月に経済財政諮問会
議において文
部科学大臣より「幼児スタートプラン」を公表、さらには同年7月には「幼児教育と小学校教
育の架け橋特別委員会」が中央教育審議会初等中等教育分科会の下に設置され、幼児教
育・保育の質の向上についても取り組んでいる。本事業は、幼保小の接続期の教育の質的
向上を実現
し、「幼児教育スタートプラン」の具体化に資するものであることからも、政府の方針に則った
優先度が高い事業である。

この事業は、施策目標の達成に向けた十分な事業の成果が得られるよう、事業内容や成果指標及び成果目標値の設定を検討すべきである。また、令和４年度決
算において多額の不用額が生じていることから、不用額が生じた要因を分析し、予算執行の改善を行うことが必要である。

外部有識者の所見

外部有識者による点検対象外

0114

2021 文科

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0011

-

-

文科 20

令和2年度 文部科学省

115

0111 文部科学省

0116 0115

令和4年度 2022 文科 21

 事業としての適格性に留意したうえで、事業目的を達成するために引き続き実施していく必要がある。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度 - 109

平成29年度 113

令和3年度

0109

平成27年度

文部科学省 新31

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 - 122

平成25年度 -

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

引き続き、事業計画における所要経費の必要性・妥当性をしっかりと精査するなど、目標達成に向けて適切な予算執行に努めたい。

文部科学省 0109

事業内容の一部改善

執行等改善

- 112

平成30年度 新31-0011

平成23年度 - 117

平成26年度 - 118

115

備考

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善



資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

・諸謝金    2.2百万円
・職員旅費     2.5百万円
・委員等旅費     0.2百万円
・教職員研修費  11.2百万円

幼保小の接続期の教育の質的向上に向け、学び舎生活の基盤を育む幼保小の架け橋プログラムを実施し、幼児教育の教育課

題についての実態把握や効果的な指導の在り方について調査研究を行うとともに、幼稚園教諭免許状の上進のための免許法認

定講習等の開設支援、幼稚園等における人材確保の取組や質向上のための評価実施を支える取組への支援を実施する。

幼稚園教育要領、幼保連携型認定こども園教育・保育要領、保育所保育指針に基づく活動を着実に実施するため、中央及び都

道府県において幼児教育に関する専門的な研究協議等を行うとともに、その内容を踏まえた具体的な教育課程の編成や指導の

在り方等に関する指導資料等を作成する。

都道府県協議会の内

容の企画・実施
幼稚園教諭免許法

認定講習等の開設

支援の実施

幼稚園の人材確保に

向けた先導的な取組の

実施及び調査研究

幼児教育施設における指導の在り方等に関する

調査研究

を含む

〔支出委任〕 〔随意契約（企画競争）〕 〔随意契約（企画競争）〕 〔随意契約（企画競争）〕

Ａ．都道府県

（全４７機関）

１１．７百万円

B．教育委員会・

大学

（全１３機関）

２１．８百万円

C．都道府県、

教育研究団体等

（全７機関）

５７．０百万円

架け橋期のカリキュラムの開発・実施等に関する調査研究

〔随意契約（企画競争）〕

幼保小の架け橋プログラ

ムのモデル地域における

成果に係る調査研究

〔随意契約（企画競争）〕

K．民間企業

（全１機関）

４６．０百万円

自治体における幼保小の

接続に関する取組状況に

関する調査研究

〔随意契約（企画競争）〕

M．民間企業

（全１機関）

１０．１百万円

文部科学省
２８１百万円

幼児教育施設における幼児

教育の好事例（データ）等の

収集・蓄積・活用に関する調

〔随意契約（企画競争）〕

G．民間企業等

（全３機関）

３１．０百万円

再委託〔随意契約（その他）〕

F．国立大学法人神戸大学

（全１機関）

再委託〔随意契約（その他）〕

J．民間企業等

（全１２機関）
再委託〔随意契約（その他）〕

L．国立大学法人東京大学

発達保育実践政策学センター

（全１機関）

０．２百万円

D．民間企業

（全１機関）

７．９百万円

E．教育研究団体等

（全７機関）

３１．２百万円

文部科学省

H．都道府県教育委員会等

（全４機関）

１４．１百万円

I．都道府県教育委員会等

（全１５機関）

３４．４百万円

（横浜市のケース）

〔随意契約（企画競争）〕

文部科学省

H．横浜市 ４．９百万円

再委託〔随意契約（その他）〕 ２．０百万円（全３機関）

J．株式会社神奈川新聞社

１．５百万円

株式会社横濱大氣堂

０．１百万円

株式会社教育ネット

０．４百万円



　

支出先上位１０者リスト

A.

- - -10 佐賀県教育委員会 1000020410004
幼児教育、幼児教育施設の運営・管理な
どに関する研究協議等の実施
※支出委任

0.4 その他

-

9 愛知県教育委員会 1000020230006
幼児教育、幼児教育施設の運営・管理な
どに関する研究協議等の実施
※支出委任

0.4 その他 - - -

- -

8 静岡県教育委員会 7000020220001
幼児教育、幼児教育施設の運営・管理な
どに関する研究協議等の実施
※支出委任

0.4 その他 - -

- - -

7 福井県教育委員会 4000020180009
幼児教育、幼児教育施設の運営・管理な
どに関する研究協議等の実施
※支出委任

0.4 その他 -

6 鹿児島県教育委員会 8000020460001
幼児教育、幼児教育施設の運営・管理な
どに関する研究協議等の実施
※支出委任

0.4 その他

-

5 熊本県教育委員会 7000020430005
幼児教育、幼児教育施設の運営・管理な
どに関する研究協議等の実施
※支出委任

0.4 その他 - - -

- -

4 石川県教育委員会 2000020170003
幼児教育、幼児教育施設の運営・管理な
どに関する研究協議等の実施
※支出委任

0.5 その他 - -

- - -

3 山梨県教育委員会 8000020190004
幼児教育、幼児教育施設の運営・管理な
どに関する研究協議等の実施
※支出委任

0.5 その他 -

2 栃木県教育委員会 5000020090000
幼児教育、幼児教育施設の運営・管理な
どに関する研究協議等の実施
※支出委任

0.5 その他

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 岩手県教育委員会 4000020030007
幼児教育、幼児教育施設の運営・管理な
どに関する研究協議等の実施
※支出委任

0.5 その他 - - -

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

計 19.9 計 5.4

その他 バス、タクシー賃借料等、保険料、郵送費等 0.2

消耗品費 書籍購入費等 0.4

諸謝金 委員謝金等 0.3 諸謝金 委員謝金等 0.9

消費税相当額 人件費の消費税相当額 1.6 再委託費 株式会社アール・ケー・シー・プロダクション 0.9

一般管理費 一般管理費 1.8 旅費 委員旅費等 1.5

人件費 職員人件費 16.1 人件費 職員人件費 1.6

G. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 7 計 1.4

その他 郵送費、人件費の消費税相当額、一般管理費 0.1

その他 人件費の消費税相当額、委員旅費 0.4 旅費 職員旅費 0.1

一般管理費 一般管理費 0.6 雑役務費 HP作成費 0.1

諸謝金 委員謝金 0.7 消耗品費 物品購入費 0.3

雑役務費 WEBモニター調査費 1.5 諸謝金 外部有識者謝金 0.3

人件費 職員人件費 3.8 人件費 業務補助員人件費 0.5

E. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 12.7 計 7.9

その他 アンケート調査票封入作業費、委員謝金 0.1

通信運搬費 アンケート郵送費 0 印刷製本費 アンケート調査票印刷費等 0.2

諸謝金 インタビュー謝金 0 消費税相当額 人件費の消費税相当額 0.4

雑役務費
事前ヒアリング、アンケートツール購入費、人材派遣
費

0.9 一般管理費 一般管理費 0.6

消費税相当額 人件費の消費税相当額 0.9 通信運搬費 アンケート調査票発送費等 0.7

一般管理費 一般管理費 1.1 再委託費 国立大学法人神戸大学 1.4

人件費 職員人件費 9.8 人件費 職員人件費 4.5

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

0.2 人件費 講師給与等

0.3

C. D.

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

一般管理費

計 0.5 計 3.3

0.8

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

教職員研修費 会場使用料、消耗品費 0.3 事業活動費 委員謝金、消耗品費等 2.2

その他 講師派遣旅費、講師謝金



B

C

D

E

F

G

学校法人鳳明学園

-

3

株式会社電通

3420005002970
幼児教育のデータの蓄積・活
用に向けた調査研究

5
随意契約（企画

競争）
6 100％ -

100％ -

2 5010401143788
幼児教育のデータの蓄積・活
用に向けた調査研究

6.1
随意契約（企画

競争）
6 100％

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
株式会社リベルタス・コンサル
ティング

4010401058533
幼児教育のデータの蓄積・活
用に向けた調査研究

19.9
随意契約（企画

競争）
6

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 国立大学法人神戸大学 5140005004060 兵庫県における比較調査 1.4
随意契約（その

他）
- -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

100％ -

3 100％ -

7 学校法人七松学園 7140005010899
幼児教育施設の機能を生かした幼児の学
び強化事業（幼児教育施設の指導の在り
方等に関する調査研究）

3
随意契約（企画

競争）
3

6 国立大学法人京都教育大学 8130005005528
幼児教育施設の機能を生かした幼児の学
び強化事業（幼児教育施設の指導の在り
方等に関する調査研究）

3.1
随意契約（企画

競争）

-

5
公益社団法人全国幼児教育
研究協会

3011105003033
幼児教育施設の機能を生かした幼児の学
び強化事業（特別な配慮を必要とする幼
児への指導の充実に関する調査研究）

3.2
随意契約（企画

競争）
3 100％ -

100％ -

4 国立大学法人愛媛大学 9500005001934
幼児教育施設の機能を生かした幼児の学
び強化事業（特別な配慮を必要とする幼
児への指導の充実に関する調査研究）

4.2
随意契約（企画

競争）
3 100％

3 100％ -

3
一般財団法人全日本私立幼
稚園幼児教育研究機構

9010005009977
幼児教育施設の機能を生かした幼児の学
び強化事業（幼児教育施設の指導の在り
方等に関する調査研究）

5.3
随意契約（企画

競争）
3

2
一般社団法人保育教諭養成
課程研究会

7010605002912
幼児教育施設の機能を生かした幼児の学
び強化事業（特別な配慮を必要とする幼
児への指導の充実に関する調査研究）

5.3
随意契約（企画

競争）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
株式会社サーベイリサーチセ
ンター

6011501006529
幼児教育施設の機能を生かした幼児の学
び強化事業（家庭との連携等に関する調
査研究）

7
随意契約（企画

競争）
3 100％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

3 100％ -1
株式会社リベルタス・コンサル
ティング

4010401058533
幼児教育施設の機能を生かした幼児の学
び強化事業（家庭との連携等に関する調
査研究）

7.9
随意契約（企画

競争）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

7
公益社団法人北海道私立幼
稚園協会

6430005001036 幼稚園の人材確保支援事業 3.1
随意契約

（企画競争）
7 100％ -

100％ -

6
公益社団法人山梨県私学教
育振興会

9090005000160 幼稚園の人材確保支援事業 6.8
随意契約

（企画競争）
7 100％

7 100％ -

5
公益社団法人全埼玉私立幼
稚園連合会

5030005000566 幼稚園の人材確保支援事業 7
随意契約

（企画競争）
7

4
公益財団法人広島県私立幼
稚園連盟

1240005001010 幼稚園の人材確保支援事業 7.5
随意契約

（企画競争）

-

3
一般社団法人新潟県私立幼
稚園・認定こども園協会

3110005000048 幼稚園の人材確保支援事業 8
随意契約

（企画競争）
7 100％ -

100％ -

2
一般財団法人全日本私立幼
稚園幼児教育研究機構

9010005009977 幼稚園の人材確保支援事業 11.8
随意契約

（企画競争）
7 100％

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
三菱UFJリサーチ＆コンサル
ティング株式会社

3010401011971 幼稚園の人材確保支援事業 12.7
随意契約

（企画競争）
7

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-

10 学校法人金沢学院大学 4220005001926 免許法認定講習等の開設 0.6
随意契約（企画

競争）
13 100％ -

100％ -

9 山口県教育委員会 2000020350001 免許法認定講習等の開設 0.8
随意契約（企画

競争）
13 100％

13 100％ -

8 学校法人華陽学園 7200005001512 免許法認定講習等の開設 1
随意契約（企画

競争）
13

7 国立大学法人鳴門教育大学 1480005003924 免許法認定講習等の開設 2
随意契約（企画

競争）

-

6
学校法人濱名山手学院
関西国際大学

5140005010901 免許法認定講習等の開設 2
随意契約（企画

競争）
13 100％ -

100％ -

5
学校法人城南学園
大阪総合保育大学

7120005004663 免許法認定講習等の開設 2
随意契約（企画

競争）
13 100％

13 100％ -

4 学校法人睦学園 7140005002285 免許法認定講習等の開設 2
随意契約（企画

競争）
13

3 学校法人中村産業学園 6290005001257 免許法認定講習等の開設 3
随意契約（企画

競争）

-

2 国立大学法人愛媛大学 9500005001934 免許法認定講習等の開設 3
随意契約（企画

競争）
13 100％ -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 国立大学法人千葉大学 2040005001905 免許法認定講習等の開設 3
随意契約（企画

競争）
13 100％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）



H

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック

-

4 北海道教育委員会 7000020010006
幼保小の架け橋プログラムに
関する調査研究事業

1.1
随意契約（企画

競争）
19 100％ -

100％ -

3 広島県教育委員会 7000020340006
幼保小の架け橋プログラムに
関する調査研究事業

2.7
随意契約（企画

競争）
19 100％

19 100％ -

2 横浜市 3000020141003
幼保小の架け橋プログラムに
関する調査研究事業

4.9
随意契約（企画

競争）
19

1 高知県教育委員会 5000020390003
幼保小の架け橋プログラムに
関する調査研究事業

5.4
随意契約（企画

競争）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）



物品購入費 4.9 事業活動費 企画提案等支援業務 1.5

諸謝金 委員謝金等 1

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

I. J.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

消耗品費

その他 Web会議ライセンス費用、会議費 0.1

旅費 視察旅費等 0.4

計 6.4 計 1.5

雑役務費 アンケート調査集計請負費等 7

人件費 職員人件費 26.9 事業活動費 調査補助員人件費等 0.2

K. L.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

諸謝金 委員謝金等 2.1

消費税相当額 人件費の消費税相当額 2.7

一般管理費 一般管理費 4.1

印刷製本費 アンケート用紙印刷費等 0.7

通信運搬費 アンケート郵送費等 0.8

旅費 職員旅費、委員旅費等 1.4

計 46 計 0.2

その他 消耗品費、会議費 0.1

再委託費
国立大学法人東京大学 発達保育実践政策
学センター

0.2

雑役務費 調査補助業務請負費等 3.3

人件費 職員人件費 5.3

M. N.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

諸謝金 外部有識者謝金 0.1

消費税相当額 人件費の消費税相当額 0.5

一般管理費 一般管理費 0.9

計 10.1 計 0



I

J

K

L

M

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

100％ -

-

-

竹田市教育委員会 9000020442089
幼保小の架け橋プログラム
に関する調査研究事業

0.2
随意契約（企

画競争）
19 100％ -

京都市 2000020261009
幼保小の架け橋プログラム
に関する調査研究事業

6.4
随意契約（企

画競争）
19 100％ -

袋井市 9000020222160
幼保小の架け橋プログラム
に関する調査研究事業

4.9
随意契約（企

画競争）
19 100％ -

大館市 3000020052043
幼保小の架け橋プログラム
に関する調査研究事業

4.3
随意契約（企

画競争）
19 100％ -3

2

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

6

5

4 高松市 1000020372013
幼保小の架け橋プログラム
に関する調査研究事業

4.3
随意契約（企

画競争）
19 100％ -

大阪府箕面市教育
委員会

1000020272205
幼保小の架け橋プログラム
に関する調査研究事業

4.1
随意契約（企

画競争）
19

9

8

7

山口県教育委員会 2000020350001
幼保小の架け橋プログラム
に関する調査研究事業

1.4
随意契約（企

画競争）
19 100％ -

岐阜県 4000020210005
幼保小の架け橋プログラム
に関する調査研究事業

0.9
随意契約（企

画競争）
19 100％ -

100％ -

滋賀県 7000020250007
幼保小の架け橋プログラム
に関する調査研究事業

3.2
随意契約（企

画競争）
19 100％ -

宮城県白石市 8000020042064
幼保小の架け橋プログラム
に関する調査研究事業

2
随意契約（企

画競争）
19 100％ -

12

11

10

枚方市 8000020272108
幼保小の架け橋プログラム
に関する調査研究事業

0.5
随意契約（企

画競争）
19 100％ -

15

14

13
津和野町教育委員
会

7000020325015
幼保小の架け橋プログラム
に関する調査研究事業

0.4
随意契約（企

画競争）
19 100％ -

川越市教育委員会 4000020112011
幼保小の架け橋プログラム
に関する調査研究事業

0.2
随意契約（企

画競争）
19

福島県耶麻郡西会
津町

2000020074055
幼保小の架け橋プログラム
に関する調査研究事業

0.8
随意契約（企

画競争）
19 100％ -

掛川市 1000020222135
幼保小の架け橋プログラム
に関する調査研究事業

0.7
随意契約（企

画競争）
19 100％ -

100％

2

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社神奈川新
聞社

3020001014548 企画提案等支援業務委託 1.5
随意契約（そ

の他）
-

3

- -

株式会社教育ネット 7020001106267
アンケート調査に係る集
計・分析調査業務委託

0.4
随意契約（そ

の他）
- - -

株式会社横濱大氣
堂

4020003002574 リーフレット制作業務委託 0.1
随意契約（そ

の他）
- -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社Gakken 2010701021655
幼保小の架け橋プログラム
のモデル地域における成果

46
随意契約（企

画競争）
1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
国立大学法人東京
大学 発達保育実践

5010005007398
調査の内容・設計・方法の
提案等

0.2
随意契約（そ

の他）
- - -

1 凸版印刷株式会社 7010501016231
自治体における幼保小の
取組状況に関するプラット

10.1
随意契約（企

画競争）
1 100％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率
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